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日ニュージーランド首脳共同声明 

２０２２年４月２１日 

 

日本とニュージーランド：共通の平和、安全、繁栄のための戦略的協力パートナーシップ 

 

 

戦略的協力パートナーシップの強化 

１  岸田文雄日本国総理大臣とジャシンダ・アーダーン・ニュージーランド首相は、２

０２２年４月２１日、東京で生産的かつ有意義な会談を行った。両首脳は、今回の首

脳会談が、両国が外交関係樹立７０周年を迎える重要な時期に開催されたことを認識

し、緊密かつ強固な二国間関係を強調するとともに、民主主義、法の支配、人権など

の共通の価値観及び平和と安全、自由で開かれた貿易、気候変動対策、持続的な成長

への共通のコミットメントに立脚した日本とニュージーランドの戦略的協力パートナ

ーシップを更に強化することへの意欲を表明した。 

 

２  日本及びニュージーランド並びにインド太平洋及びそれを超えた地域の同志国が共

有する基本的価値と原則に対する挑戦が高まる中、両首相は、この地域が包摂的で安

定的かつ繁栄し、外国からの干渉及び威圧がなく、規模又は国力にかかわらず全ての

国の権利、自由及び主権が保護されることを確保するために、法の支配に基づく自由

で開かれたインド太平洋を実現するとの両国の共通のコミットメントを改めて表明し

た。 

 

３  ロシアによるウクライナ侵略は、ルールに基づく国際秩序に対する深刻な脅威であ

り、インド太平洋地域を含め、欧州をはるかに超えた影響を及ぼしている。両首脳は、

日本及びニュージーランドが、ロシアによるウクライナへの違法な侵略に対する明確

な非難を改めて表明し、ロシアの即時撤退を要求した。両首脳は、民間人の殺害を含

むロシアの非人道的な行為を強く非難した。両首脳は、ウクライナの主権及び領土の

一体性に対する一貫した支持と、ウクライナ国民に対する支援について連携する意図

を確認した。両首脳は、ロシアのエリート層や重要な戦略・経済部門を対象とした経

済・金融制裁を適用することにより、ロシアの違法かつ不当な侵略の立案者に対する

代償を高め続けていく。 

 

４  日本及びニュージーランドは、インド太平洋地域の平和と安全を推し進め、守るた

めの重要なパートナーである。両首脳は、戦略的協力パートナーシップの更なる深化

の重要性を確認し、両国間の情報共有の強化に向けたコミットメントを共有した。こ

の文脈で、両首脳は、両政府間で交換される機密情報を相互に保護するための法的枠

組みを提供し、このような機密情報のより切れ目のない共有を可能にするための協定

について交渉を開始することを決定した。 

 

５  両首脳は、日本とニュージーランドとの間で戦略的ビジョンを共有することの重要

性を認識し、二国間の結束を緊密にし、地域的及び地球規模の課題に関する連携を深
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めるために、首脳、外務大臣及び防衛大臣間の定期的な対話の開催を含む両国間の意

見交換を強化することを決定した。 

 

安全保障・防衛協力 

６  両首脳は、人道支援・災害救援及び海洋安全保障における協力等の実質的なイニシ

アティブを通じて、両国の二国間及び地域の安全保障・防衛協力を強化することの重

要性を強調した。両首脳は、サイバーセキュリティ及び経済安全保障に関する事項に

ついて両政府が引き続き緊密に協力することが重要との見解を共有した。 

 

７  両首脳は、太平洋島嶼国地域の他のパートナーとの協力の下、太平洋地域の人々の

生活、安全及び福利に対する唯一最大の脅威である気候変動、海洋安全保障、人道支

援及び災害救援を含む太平洋地域の優先事項に関する調整、協力及び情報共有を強化

する意図を表明した。 

 

８  両首脳は、自衛隊とニュージーランド国防軍との間の協力の重要性を強調した。両

首脳は、最近のニュージーランド空軍機の日本への展開において示された緊密なパー

トナーシップに留意した。両首脳は、機会を捉え、日本とニュージーランドの二国間

演習の実施に向け、両国が調整を進めることを歓迎した。 

 

経済関係及びリコネクション 

９  日本とニュージーランドは過去５０年にわたり、経済関係、特に食料関連において、

元来の補完性と強力なビジネス関係に基づき、強力なパートナーシップを築いてきた。

両首脳は、食料及び農業におけるパートナーシップ強化の重要性を再確認するととも

に、二国間経済関係を促進することの重要性を改めて表明し、特にデジタル、テクノ

ロジー、サービス、宇宙分野において更なる成長の余地があることを認識した。また、

両首脳は、気候変動、サプライチェーン・セキュリティ、新型コロナウイルスからの

回復など、地域が直面する経済的課題に対処するために協力を促進することの重要性

を強調した。アーダーン首相は、日本企業がニュージーランド経済における重要な長

期の投資者であることを認識した。 

 

１０ 両首脳は、特に、安全で持続可能な宇宙利用の継続に寄与する重要な問題を解決し

つつ、新たな経済機会を生み出す技術についての、最近の官民宇宙協力の進展を歓迎

した。 岸田総理大臣は、両国の科学技術における協力活動を強化する、ニュージーラ

ンド政府による先端技術分野の共同研究に投資するイニシアティブを歓迎した。さら

に、両首脳は、水素、地熱エネルギー、電気自動車などのクリーンエネルギー分野で

協力することを確認した。 

 

１１ 両首脳は、両国間の人と人とのつながりを一層強化し拡大することの重要性を認識

した。これに関連し、両首脳は、日本とニュージーランドの人々が、パンデミックに

よる混乱と国境規制の緩和を経て、再びつながる機会を歓迎した。両首脳は、両国間

の定期航空便の運航、観光、教育、貿易、ビジネス、科学的及び文化的な人的交流の

再開を期待した。 

 

インド太平洋とその先 
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１２ 両首脳は、地域の平和と安定を損なう東シナ海における状況に関し、深刻な懸念を

表明した。両首脳は、東シナ海の状況について引き続き緊密に意思疎通を行う意図を

共有し、力により現状を変更し地域における緊張を高めようとする、いかなる一方的

行動への強い反対を表明した。 

 

１３ 両首脳は、軍事化並びに国連海洋法条約（ＵＮＣＬＯＳ）と整合的でない海洋権益

に関する主張及び活動を含む南シナ海における状況に関する深刻な懸念を表明し、緊

張を高め地域の安定及びルールに基づく国際秩序を損なう可能性のあるいかなる一方

的な行動にも反対した。両首脳は、国際法、特にＵＮＣＬＯＳに従って海洋紛争を解

決することの重要性を再確認した。両首相は、海域に関するすべての主張はＵＮＣＬ

ＯＳの関連規定に合致していなければならないことを改めて表明し、両当事者が、最

終的かつ法的拘束力を有する２０１６年７月の南シナ海に関する仲裁判断を遵守する

ことを求めた。 

 

１４ 両首脳は、新疆ウイグル自治区の人権状況及び英中共同声明及び香港基本法に記さ

れた高度な自治を損なう、香港の権利や自由の侵害について、重大な懸念を表明した。 

 

１５ 両首脳は、北朝鮮の進行中の核兵器及び弾道ミサイル開発を強く非難した。両首脳

は、北朝鮮に対し、挑発的な行動を停止し、関連する国連安保理決議の下での全ての

義務を完全に遵守するよう求めた。両首脳はまた、関連する国連安保理決議に従った

北朝鮮の全ての大量破壊兵器及びあらゆる射程の弾道ミサイルの、完全な、検証可能

な、かつ、不可逆的な廃棄の実現に対するコミットメントを改めて表明し、「瀬取り」

を始めとする北朝鮮による制裁回避手法への対処を含め、全ての関連する国連安保理

決議の完全な履行及び堅持への両国の共通のコミットメントを強調した。岸田総理大

臣は、このような違法な海洋活動に対して、ニュージーランドが航空機による警戒監

視活動に関与していることを歓迎した。アーダーン首相は、拉致問題を即時に解決す

るための日本の取組に理解及び強い支持を表明した。 

 

１６ 両首脳は、開かれ、包摂的で、安定的かつ繁栄したインド太平洋を維持するために、

ＡＳＥＡＮとの強化されたパートナーシップの重要性を再確認した。両首脳は、ＡＳ

ＥＡＮ一体性と中心性への力強い支持と、法の支配、開放性、自由、透明性及び包摂

性等の原則を掲げる「インド太平洋に関するＡＳＥＡＮアウトルック（ＡＯＩＰ）」

に対する全面的な支持を改めて表明した。 

 

１７ 両首脳は、太平洋・島サミット（ＰＡＬＭ）プロセスを含む、特に気候変動に直面

する中で、新型コロナウイルス保健対応、新型コロナウイルスからの経済回復、海洋

協力及び経済開発を含む分野における、太平洋島嶼国地域の持続的発展、繁栄、安全

及び強靭性を支援するためのコミットメントを強調した。両首脳はまた、２０２２年

１月の火山噴火及び津波後のトンガへの支援における、両国の迅速な対応について認

識した。両首脳は、地域の安全保障環境を不安定化しうる、太平洋における増大する

戦略的課題に対処する必要性を改めて表明した。両首脳は、共通の価値観に基づき、

太平洋地域の優先事項を支持して、太平洋地域及びその他のパートナーと協力し、地

域の平和と安定に貢献する決意を新たにした。 
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自由貿易のアーキテクチャ 

１８ 両首脳は、環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定（ＴＰＰ１

１協定）におけるニュージーランドと日本の強力な協力関係に留意した。両首脳は、

ＴＰＰ１１協定のハイスタンダードを完全に満たし、履行し、遵守することができ、

貿易に関するコミットメントに従う姿勢が実証されたエコノミーに対して、ＴＰＰ１

１協定が将来的に拡大することを歓迎した。両首脳は、ＴＰＰ１１協定の戦略的重要

性を認識し、経済的威圧に対抗するための手段であることを含め、自由貿易及び開か

れ競争的な市場を促進する、ＴＰＰ１１協定の重要性を再確認した。 

 

１９ 両首脳は、地域的な包括的経済連携（ＲＣＥＰ）協定が最近発効したことを歓迎し

た。両首脳は、ＲＣＥＰ協定が地域にとって大きな進展であり、新型コロナウイルス

からの経済回復を支えるメカニズムを提供し、経済的統合に対する両国の共同のコミ

ットメントを実証するものであることを再確認した。両首脳は、地域におけるルール

に基づく経済秩序を強化するべく、本協定の完全な履行のために協働するとの強いコ

ミットメントを再確認した。 

 

２０ 両首脳はまた、域内の貿易及び経済成長を支える場として、両国がＡＰＥＣに置く

価値を再確認し、ＡＰＥＣの目標を実現するため、現在及び今後のホスト国である、

タイ、米国、ペルーを支援することを申し出た。 両首脳は、ＡＰＥＣ首脳により描か

れた、包摂的で持続可能な経済成長の前提条件としての、平和と安定の重要性を認識

し、全ての参加エコノミーに対し、ＡＰＥＣプトラジャヤ・ビジョン２０４０の原則

を十分に尊重するよう呼びかけた。 

 

２１ 両首脳は、インド太平洋地域における経済的協力を促進することの重要性を強調し、

米国の同地域に対するコミットメントを歓迎した。両首脳は、米国がＴＰＰの発展に

おいて果たした重要な役割に留意し、米国の同協定への復帰に対する強く共通の希望

を表明した。 

 

２２ 両首相は、自由で開かれたルールに基づく貿易への支持を表明し、ＷＴＯを中心と

する多角的貿易システムを強化するとの共通の決意を再確認した。両首脳は、ルール

に基づく多角的貿易システムの機能と信頼を損なう、貿易に関連する経済的威圧並び

に非市場的政策及び慣行に対する深刻な懸念を共有した。両首脳は、ＷＴＯ等の多数

国間機関を通じたものを含め、これらの政策及び慣行を特定、抑止、対処するために

協働することにコミットした。 

 

２３ 両首脳は、途上国の持続可能な開発を達成するための、公正で透明性のある、無償

資金援助及び融資の慣行の重要性を強調し、全てのアクターに対し、融資及び投資に

関するものを含む国際ルール及び基準を遵守するよう求めた。 

 

気候及び持続可能性 

２４ 両首脳は、気候変動対策のため、強化された世界的な取組の必要性を認識し、ＣＯ

Ｐ２６の成果及び深く懸念される最新のＩＰＣＣの報告書を基に、農業及びクリーン

エネルギー分野を含め、協力して取り組むことにコミットした。両首脳は、気候変動

が、太平洋地域の多くのパートナーを含めた世界にもたらす存亡に関わる脅威を強調
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した。両首脳は太平洋地域における気候変動への強靱性の構築、特に気候変動適応を

支援するための、効果的な資金の決定的な重要性を強調した。両首脳は、２０５０年

までに炭素排出実質ゼロの経済を実現するという共通の目標に向けて、両国の貿易、

経済関係を協調させることの重要性に留意した。両首脳は、農業分野からの温室効果

ガスに関するグローバル・リサーチ・アライアンスへの強い支持を改めて表明した。 

 

国際保健 

２５ 両首脳は、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジに向けた前進の一環として、現下の

パンデミックを克服するとともに、将来の健康危機に対する予防、備え及び対応に取

り組むため、国際保健の枠組みを強化する重要性を確認した。これには、ＷＨＯを強

化すること及び国際保健の枠組みにおけるＷＨＯの主導的かつ調整的な役割を支援す

ることが含まれる。 

 

核軍縮及び核不拡散 

２６ 両首脳は、核軍縮に関するストックホルム・イニシアチブの枠組みにおいて共に追

求される活動を含め、国際的な核軍縮及び不拡散体制の礎石としての核兵器不拡散条

約（ＮＰＴ）の維持及び強化の重要性を強調した。両首脳は、世界の核兵器が引き続

き減少しなければならないことを強調した。両首脳は、第６条を含むＮＰＴの下での

全ての締約国の義務を再確認し、核軍縮を進めるために多くの作業が残されているこ

とを改めて表明した。両首脳は、厳しい国際的な安全保障環境に鑑み、核兵器のあら

ゆる使用の壊滅的で非人道的な結末を認識し、７６年間に及ぶ核兵器の不使用の記録

が維持されなければならないことを改めて表明した。 


